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市民センターのあり方について 

１ 背景等 

・唐津市では、平成１７年１月及び平成１８年１月の１市６町２村による合併以降、

広域的な行政サービスを実現すべく、旧町村単位で支所を設置し、総合支所として

の機能を維持しながら行政運営を行ってきた。 

・そうした中、平成２５年度には、合併後１０年目を迎え、行財政改革を推進しなが

らも、今後一層深刻化する人口減少や少子高齢化による集落機能の低下、地域産業

の進行と雇用の確保、安全・安心なまちづくり等、本市が抱える様々な課題に取り

組んでいくために、地域住民にとって最も身近な存在である支所のあり方について

検討を開始し、平成２９年度に「市民センターのあり方について」基本方針等を策

定した（平成３０年度一部改訂）。 

・また、支所の体制については、合併当初の６課体制から始まって以降、組織を簡素

化するとともに地域性を発揮できる支所などを目指し、体制の見直しを適宜行って

きた。その結果、平成２１年度からは４課体制へと再編し、平成２７年度からは「支

所」を「市民センター」とし、３課体制とした。その後、令和元年度からは２課体

制へ、令和７年度からはグループ制へと体制の見直しを行ってきた。 

・令和７年度は、新市誕生から２０年という節目を迎え、人口減少や少子高齢化が進

行する中、令和７年度からスタートした第３次唐津市総合計画や第４次唐津市定員

管理計画等を踏まえ、唐津市を取り巻く社会情勢や行政需要の変化に柔軟に適応し、

様々な課題に対応できる組織機構へと見直しを進めるため、「今後の市民センター

のあり方」について再度検討を行うこととし、庁内組織である「唐津市市民センタ

ー機能のあり方庁内検討会議」や「唐津市公共施設再編推進委員会」などにおいて

検討を行った。 

 

２ 今後の市民センターのあり方についての検討結果 

市民センターのあり方について、基本方針としては以下のとおりとする。 

ただし、今回取りまとめた市民センターのあり方については、現時点での状況を勘

案したもので、今後、取り巻く状況が変化すれば検討する。 

 

【基本方針】 

１ 市民センターについては、現在の市民センター単位を基本とし、「窓口」、「本

庁等との連絡・調整」など、より住民に身近な行政サービスを提供する。 

 

２ 市民センター庁舎の基本的な考え方としては、公民館等との複合化とし、複合

化後の施設は、地域に密着した小規模多機能型の施設（コミュニティセンター

（仮称））とする。 

 

３ 上記１・２にかかわらず、地域の実情などを踏まえ、現在の市民センターの圏

域を越えた、業務の集約や建物の統合の検討・調整も進める。 
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  上記の基本方針に関する具体的内容は以下のとおりとする。 

 

 【具体的内容】 

１ 今後、各地域において人口減少、少子高齢化が進んでいく中、住民サービスの

維持に努めつつ、本庁、市民センター間で業務の集約化、連携強化を図り、効

率的な組織体制を整える。 

 

２ 上記１の業務の集約化等により、市民センターの主な業務は、次のとおりとす

る。 

 ①窓口業務（申請受付業務（福祉、農業などすべての業務に対応）、証明書発行

業務（住民票、戸籍など）、収納業務、相談業務など） 

 ②本庁等との連絡・調整業務（住民の相談を本庁につなぐ業務、各団体等との連

絡・調整業務、防災業務など） 

 

３ 市民センター間の連携だけでなく、公的団体（郵便局、ＪＡ、消防団、商工団

体、社会福祉協議会など）や民間団体等とも協力・連携することにより、地域

全体で地域を支え、発展させていける仕組みを構築する。 

 

４ コミュニティセンター（仮称）については、当該施設が地域コミュニティの核

としての役割を担うべく、地域住民が集まりやすい施設（市民センターと公民

館以外の機能を含む複合施設など）となるよう検討する。 

 

５ コミュニティセンター（仮称）内の唐津市職員（教育委員会事務局の職員等を

含む）の事務室は、当該施設の効率的な運営ができるよう、原則、１箇所に集

約する。 

 

 

３ 今後の予定 

上記の検討結果を今後の市民センターのあり方とし、「唐津市公共施設等総合管理

計画」及び「唐津市公共施設再配置計画」にも反映させるものとする。 

なお、実際に建替等を検討する際には、地元に庁舎改修等検討委員会等を設置し、

将来の地域の姿を見据え、地域コミュニティの核としての複合施設とするなどの具体

的な検討を進めていくこととする。 
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１ はじめに ～ 経過 ～

・唐津市では、平成１７年１月及び平成１８年１月の１市６町２村による合併以降、広域
的な行政サービスを実現すべく、旧町村単位で支所を設置し、総合支所としての機能を
維持しながら行政運営を行ってきた。

・そうした中、平成２５年度には、合併後１０年目を迎え、行財政改革を推進しながらも、
今後一層深刻化する人口減少や少子高齢化による集落機能の低下、地域産業の進行と雇
用の確保、安全・安心なまちづくり等、本市が抱える様々な課題に取り組んでいくため
に、地域住民にとって最も身近な存在である支所のあり方について検討を開始し、平成
２９年度に「市民センターのあり方について」基本方針等を策定した（平成３０年度に
一部改訂）。

・また、支所の体制については、合併当初の６課体制から始まって以降、組織を簡素化す
るとともに地域性を発揮できる支所などを目指し、体制の見直しを行ってきた。その結
果、平成２１年度からは４課体制へと再編し、平成２７年度からは「支所」を「市民セ
ンター」とし、３課体制とした。その後、令和元年度からは２課体制へ、令和７年度か
らはグループ制（地域支援グループ）へと体制の見直しを行ってきた。

・令和７年度は、新市誕生から２０年という節目を迎え、人口減少や少子高齢化が進行す
る中、令和７年度からスタートした第３次唐津市総合計画や第４次唐津市定員管理計画
等を踏まえ、唐津市を取り巻く社会情勢や行政需要の変化に柔軟に適応し、様々な課題
に対応できる組織機構へと見直しを進めるため、「今後の市民センターのあり方」につ
いて検討を行うこととしたもの。

１ はじめに ～ 支所（市民センター）体制の変遷 ～

・平成１７年度～ ６課体制
（総務課、地域振興課、住民福祉課、産業課、建設水道課、教育課）

・平成２１年度～ ４課体制 支所長が「副部長級」へ
（総合支援課、市民福祉課、建設水道課、教育課）

・平成２２年度～ ４課体制
（総務教育課、市民福祉課、産業課、建設水道課）

・平成２５年度～ ４課体制
（総務教育課、市民福祉課、産業課、地域整備課）

・平成２７年度～ ３課体制 支所から「市民センター」へ
（総務教育課、市民福祉課、産業課）

・令和 元 年度～ ２課体制
（総務・福祉課、産業・教育課）

・令和 ７ 年度～ グループ制を導入 旧総務・福祉課を「地域支援グループ」へ
（旧産業・教育課は本庁に集約し、本庁付職員を市民センターへ配置）
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１ はじめに ～ 人口の推移と推計（唐津市論点データ集より） ～

・下図は2000年（H12）から2070年（R52）まで70年間の唐津市の人口の推移及び推計
・唐津市の人口は、2020年（R2）から2070年（R52）にかけて今後50年で半減

１ はじめに ～ 常勤職員数の推移（唐津市定員管理計画より） ～

① 常勤職員数の推移（各年度4月1日現在）

・唐津市の常勤職員数は、合併後の平成
17年度の1,689人から第1次計画（定員
適正化計画）に基づき職員数の適正化
に取り組んだ結果、平成28年度には
1,334人まで減少した。

・平成30年度以降は、第2次計画及び第3
次計画（定員管理計画）に基づき適正
な定員の管理に取り組んできた結果、
目標値の1,343人以内で推移している。

・令和6年度は、平成17年度と比べ364人
減少している。

② 第４次計画の数値目標
・常勤職員については、人口等の規模にあった適正

な定員管理を行うこととし、基本方針等に沿って、
消防職を除いた職員数が1,100人以内（令和12年4
月1日現在）となるよう数値目標を設定すること
とする。

・また、非常勤職員（会計年度任用職員）について
も、基本方針等に沿って、数値目標を設定するこ
ととする。

基 準 値 目 標 値 増 減 数 増 減 率

令和6年度 令和12年度
基準値と

目標値の比較
基準値と

目標値の比較

1,038人 1,035人 ▲ 3人 ▲ 0.3％

58人 47人 ▲ 11人 ▲ 19.0％

182人 183人 1人 0.5%

再任用以外職員 計 （A） 1,278人 1,265人 ▲ 13人 ▲ 1.0％

36人 8人 ▲ 28人 ▲ 77.8％

11人 1人 ▲ 10人 ▲ 90.9％

0人 0人 0人 ‐

再 任 用 職 員 計 （B） 47人 9人 ▲ 38人 ▲ 80.9％

常 勤 職 員 計 （C=A+B） 1,325人 1,274人 ▲ 51人 ▲ 3.8％

1,143人 1,091人 ▲ 52人 ▲ 4.5％

会 計 年 度 任 用職員

4月1日現在の人数 （D） 642人 550人 ▲ 92人 ▲ 14.3％

年 間 任 用 人 数 （E） 884人 762人 ▲ 122人 ▲ 13.8％

4月1日現在の職員数 （C+D） 1,967人 1,824人 ▲ 143人 ▲ 7.3％

年 間 任 用 職 員 数 （C+E） 2,209人 2,036人 ▲ 173人 ▲ 7.8％

消防職を除く常勤職員数

消 防 職 （ 再 任 用 ）

職　　種

行 政 職

技 能 労 務 職

消 防 職

行 政 職 （ 再 任 用 ）

技 労 職 （ 再 任 用 ）

H17.4.1現在 1,689人

R6.4.1現在 1,325人

R6H17
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２ 今後の市民センターのあり方（案）

① 業 務 … 市民センターについては、現在の市民センター単位を基本とし、「窓口」、
「本庁等との連絡・調整」など、より住民に身近な行政サービスを提供する。

② 建 物 … 市民センター庁舎の基本的な考え方としては、公民館等との複合化とし、
複合化後の施設は、地域に密着した小規模多機能型の施設（コミュニティ
センター（仮称））とする。

③ 圏 域 … 上記①・②にかかわらず、地域の実情などを踏まえ、現在の市民センターの
圏域を越えた、業務の集約や建物の統合の検討・調整も進める。

市民センターの主な業務（案）

１ 窓口業務（産業部門も含む）
(1) 申請受付業務
(2) 証明書発行業務
(3) 収納業務
(4) 相談業務

２ 本庁等との連絡・調整業務
(1) 相談等の調整業務
(2) 道路等の初動対応業務
(3) 各団体等との連絡・調整業務
(4) 防災業務
(5) その他庶務業務等

人づくり
地域づくり

つどうまなぶ
むすぶ

公民館機能

連携強化

つなぐき く
まもる

市民センター機能 本庁と連携

※進め方 … 業務の本庁への集約や建物の複合化については、段階的に進めていくこととする。

３ 今後の市民センターの主な取扱業務（案）①

今後の市民センターの主な取り扱い業務（案）は以下のとおりです。

・住民登録に関する証明(市内全域)
住民票、住民票の除票、記載事項証明書など

・戸籍に関する証明
戸籍の証明(戸籍謄本・抄本、戸籍附票など)、身分証明書など

・印鑑登録証明書
・税に関する証明

所得課税証明、納税証明（市県民税、固定資産税、軽自動車税、法人市民税、国民健康
保険税）、滞納がない旨の証明

・所在・営業証明、住宅用家屋証明書
・原動機付自転車（原付バイク※125ccまで）、小型特殊自動車の登録・廃車証明
・土地・家屋の資産証明、評価証明、公課証明、無資産証明
・土地・家屋の名寄帳、償却資産明細書、固定資産台帳の謄本交付、字図及び現況図の交付
・生活保護に関する証明

・住民異動届：転出、転入、転居、世帯主変更、世帯分離など
・戸籍の届出：出生、婚姻、離婚、養子縁組・離縁、死亡など
・印鑑登録申請・廃止の届出
・原動機付自転車（原付バイク※125ccまで）、小型特殊自動車の登録・廃車手続き

１.証明書等の発行

２.住民異動・戸籍等の届出
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３ 今後の市民センターの主な取扱業務（案）②

（収納できる税金等）
・市税（市・県民税、法人市民税、固定資産税、軽自動車税）
・国民健康保険税、後期高齢者医療保険料
・介護保険料
・市営住宅使用料
・犬の鑑札及び注射済票の交付手数料
・保育料、放課後児童クラブ負担金
・諸証明手数料
・財産使用料
・港湾・道路占用料
・上下水道料金、下水道受益者負担金

（収納できない税金等）
・国税、県税、国民年金保険料など

・マイナンバーカード交付申請の受付
・マイナンバーカードの交付
・マイナンバーカードの再発行・券面記載事項変更届の受付など
・電子証明書の新規発行・更新など

３.税金等の収納

４.マイナンバーカード関係

３ 今後の市民センターの主な取扱業務（案）③

・国民健康保険、後期高齢者医療の加入・脱退申請、再交付の受付
・国民健康保険、後期高齢者医療の各種保険給付申請受付
・国民年金の加入申請、各種免除申請の受付

・介護認定相談、申請、再発行、喪失受付
・地域包括支援に関する相談（地域包括支援各サブセンター取扱い）
・介護予防プランの作成（地域包括支援各サブセンター取扱い）
・離島通院費補助申請受付（肥前、鎮西、呼子のみ）
・戦没者等の遺族に対する特別弔慰金請求受付
・災害見舞金、災害弔慰金等、災害支援の申請受付
・はり・きゅう等施術券受付・交付
・福祉タクシー・福祉船舶交付申請受付・交付
・パーキングパーミット交付申請受付・交付

・死亡に伴う申請・届出等
・船員手帳の交付(肥前のみ)
・自動車臨時運行申請受付及び許可証交付（相知のみ）

５.保険・年金関係

７.その他業務

６.福祉関係
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３ 今後の市民センターの主な取扱業務（案） 

・行政サービス（道路、河川、空き家等）に関する相談（内容確認後、本庁につなぎます）

・行政連絡員等に関すること
・地域団体に関すること
・消防団に関すること

・本庁等との連絡調整、災害情報の収集など

・業務取扱いのない申請書及び届出書等（農業、漁業、道路、教育等関連業務含む）に
ついては、書類の受け取りのみを行います。（受け取り後、本庁で処理します）

開庁時間：8時30分～17時15分
閉 庁 日：土曜日、日曜日、祝日、年末年始（12月29日～1月3日）
※夜間休日業務（戸籍届書の受領など）は、本庁舎のみで対応します。

８.相談業務

11.市民センターで取扱っていない業務の申請及び届出

９.各団体との連絡・調整業務

10.防災業務

４ 庁舎と公民館等との複合化の事例（浜玉）

新施設(R3.5月)
・市民センター
・公民館
・社会体育館

旧浜玉市民センター 旧浜玉公民館
旧社会体育館

複合化

新浜玉市民センター

旧公民館
旧社会体育館

旧浜玉市民センター

※国土地理院ウェブサイト(https://maps.gsi.go.jp/)をもとに唐津市行政マネジメント課作成
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５ 基本方針等の改訂（案）① 新旧対照表

改 正 案 現 行

市民センターのあり方について

平成２９年８月策定
平成３０年９月改訂

政策部公共施設再編推進室

【基本方針】

１ 市民センター機能については、現在の市民センター単位
を基本として残す。ただし、長期的には、地域の実情など
も踏まえたうえで、現在の市民センターの圏域を越えた統
廃合もあり得る。

２ 市民センター庁舎の基本的な考え方としては、
地域に密着した小規

模多機能型 とす
る。

３ 市民センター業務については、関係課と調整のうえ、本
庁への集約または市民センター間での連携を図る。

市民センターのあり方について

平成２９年８月策定
平成３０年９月改訂
令和７年１２月改訂

総合政策部行政マネジメント課

【基本方針】

１ 市民センター については、現在の市民センター単位
を基本とし、「窓口」、「本庁等との連絡・調整」など、
より住民に身近な行政サービスを提供する。

２ 市民センター庁舎の基本的な考え方としては、公民館等
との複合化とし、複合化後の施設は、地域に密着した小規
模多機能型の施設（コミュニティセンター（仮称））とす
る。

３ 上記１・２にかかわらず、地域の実情などを踏まえ、現
在の市民センターの圏域を越えた、業務の集約や建物の統
合の検討・調整も進める。

５ 基本方針等の改訂（案）② 新旧対照表

改 正 案 現 行

【具体的内容】

１ 今後、各地域において人口減少、少子高齢化が進んでい
く中、住民サービスの維持に努めつつ、本庁、市民センタ
ー間で業務の集約化、連携強化を図り、効率的な組織体制
を整える。

２ 多様化する行政ニーズへの対応や、地域に密着したきめ
細かい住民サービスの提供を可能にするとともに、福祉か
ら防災まで、広範囲の業務に対応できる小規模多機能型の
組織とする。

３ 市民センター間の連携だけでなく、公的団体（郵便局、
ＪＡ、消防団、商工団体、社会福祉協議会など）や民間団
体等とも協力・連携することにより、地域全体で地域を支
え、発展させていける仕組みを構築する。

４ 市民センター庁舎については、市民センターが
地域コミュニティの核としての役割を担うべく、地域住民
が集まりやすい施設（市民センター 以外の機能を
含む複合施設など）となるよう検討する。

【具体的内容】

１ 今後、各地域において人口減少、少子高齢化が進んでい
く中、住民サービスの維持に努めつつ、本庁、市民センタ
ー間で業務の集約化、連携強化を図り、効率的な組織体制
を整える。

２ 上記１の業務の集約化等により、市民センターの主な業
務は、次のとおりとする。
①窓口業務（申請受付業務（福祉、農業などすべての業務

に対応）、証明書発行業務（住民票、戸籍など）、収納
業務、相談業務など）

②本庁等との連絡・調整業務（住民の相談を本庁につなぐ
業務、各団体等との連絡・調整業務、防災業務など）

３ 市民センター間の連携だけでなく、公的団体（郵便局、
ＪＡ、消防団、商工団体、社会福祉協議会など）や民間団
体等とも協力・連携することにより、地域全体で地域を支
え、発展させていける仕組みを構築する。

４ コミュニティセンター（仮称）については、当該施設が
地域コミュニティの核としての役割を担うべく、地域住民
が集まりやすい施設（市民センターと公民館以外の機能を
含む複合施設など）となるよう検討する。

５ コミュニティセンター（仮称）内の唐津市職員（教育委
員会事務局の職員等を含む）の事務室は、当該施設の効率
的な運営ができるよう、原則、１箇所に集約する。
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６ 公共施設等総合管理計画の改訂（案） 新旧対照表

改 正 案 現 行

４ 公共建築物の再配置に向けた取組方針
適正な行政サービスの水準を維持しながら、公共建築物

の保有量及び行政コストの最適化を図るため、公共建築物
及び施設サービス機能の再配置に関する基本方針を次のと
おり掲げ、推進します。

（１）～（３）略
（４）まちづくりの視点（安全・安心で利便性と地域の特性

に応じた施設配置）
① 施設を建設する際は、自然災害等の危険要因を踏ま

え、安全・安心を考慮した配置とする。
② 市民センターは、

地域コミュニティの拠点として、地域の
特性に応じた多機能型の複合施設化を推進し、圏域を
越えた統廃合を含めた配置とする。

③～⑤ 略

※唐津市公共施設再配置計画の「６ 再配置計画の基本方
針」も上記にあわせて改訂

４ 公共建築物の再配置に向けた取組方針
適正な行政サービスの水準を維持しながら、公共建築物

の保有量及び行政コストの最適化を図るため、公共建築物
及び施設サービス機能の再配置に関する基本方針を次のと
おり掲げ、推進します。

（１）～（３）略
（４）まちづくりの視点（安全・安心で利便性と地域の特性

に応じた施設配置）
① 施設を建設する際は、自然災害等の危険要因を踏ま

え、安全・安心を考慮した配置とする。
② 市民センターは、公民館等との複合化とし、複合化

後の施設は、地域コミュニティの拠点として、地域の
特性に応じた多機能型の施設（コミュニティセンター
（仮称））とする。また、地域の実情などを踏まえ、
圏域を越えた統合の検討・調整も進める。

③～⑤ 略

※唐津市公共施設再配置計画の「６ 再配置計画の基本方
針」も上記にあわせて改訂

６ 公共施設再配置計画の改訂（案）① 新旧対照表

改 正 案 現 行

施設の名称 建築
年度

延床
面積
(㎡)

施設毎の基本方針

短期(R4～R9) 中期(R10～R19) 長期(R20～R29)

浜玉CC 2021 1,324 維持保全

厳木CC 1965 1,940
建替え（他の公共
施設との複合化）

相知CC 1962 3,266
機能移転・本館
解体 建替え

北波多CC 1968 1,630
他の公共施設 と
の複合化

肥前CC 1998 4,878 長寿命化

鎮西CC 1973 3,483 呼子市民センター
との統合 協議 統合

呼子CC 1977 1,787
鎮西市民センター
との統合 協議

統合

七山CC 1992 2,994 長寿命化

対象施設 方 針

市民センター

公民館等との複合化とし、複合化後の施設は、地域コミュニティ
の拠点として、地域の特性に応じた多機能型の施設（コミュニ
ティセンター（仮称））とする。また、地域の実情などを踏ま
え、圏域を越えた統合の検討・調整も進める。

施設の名称 建築
年度

延床
面積
(㎡)

施設毎の基本方針

短期(R4～R9) 中期(R10～R19) 長期(R20～R29)

浜玉CC 2021 1,324 維持保全

厳木CC 1965 1,940
建替え（他の公共
施設との複合化）
協議、設計等

他の公共施設との
複合化

相知CC 1962 3,266
機能移転・本館
解体

他の公共施設等と
の複合化協議

他の公共施設等と
の複合化

北波多CC 1968 1,630
他の公共施設等と
の複合化協議

他の公共施設等と
の複合化

肥前CC 1998 4,878 他の公共施設等と
の複合化協議

他の公共施設等と
の複合化

鎮西CC 1973 3,483 呼子市民センター
との統合等協議

他の公共施設等と
の複合化

呼子CC 1977 1,787
鎮西市民センター
との統合等協議

他の公共施設等と
の複合化等協議

他の公共施設等と
の複合化等

七山CC 1992 2,994
他の公共施設等と
の複合化協議

他の公共施設等と
の複合化

対象施設 方 針

市民センター

地域コミュニティ
の拠点として、地域の特性に応じた多機能型の複合施設化を推
進し、圏域を越えた統廃合を含めた配置とする。
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６ 公共施設再配置計画の改訂（案）② 新旧対照表

※相知交流文化センター（相知公民館）は、「市民会館・文化会館」に記載

改 正 案 現 行

対象施設 方 針

公民館

施設配置については、小学校区分毎に一つ、市民センター圏域に
ついては、圏域区分毎に一つを基本とする。校区の再編により複
数となった場合は、施設の更新時期に合わせて統廃合を進める。

施設の名称
建築
年度

延床
面積
(㎡)

施設毎の基本方針

短期(R4～R9) 中期(R10～R19) 長期(R20～R29)

浜玉公民館 2020 1,195 維持保全

厳木コミュ
ニティＣ 1977 2,036

他の公共施設等と
の複合化

相知交流文
化センター 2003 3,278 長寿命化

北波多公民
館 1975 1,082

他の公共施設等と
の複合化

肥前公民館 1983 1,569 長寿命化

鎮西公民館 1980 1,855 打上公民館との
統合 協議

統合

呼子公民館 2019 1,458 維持保全

七山公民館 1986 1,618 長寿命化

対象施設 方 針

公民館

施設配置については、小学校区分毎に一つ、市民センター圏域に
ついては、圏域区分毎に一つを基本とする。校区の再編により複
数となった場合は、施設の更新時期に合わせて統廃合を進める。

施設の名称
建築
年度

延床
面積
(㎡)

施設毎の基本方針

短期(R4～R9) 中期(R10～R19) 長期(R20～R29)

浜玉公民館 2020 1,195 維持保全

厳木コミュ
ニティＣ 1977 2,036

他の公共施設等と
の複合化協議、設
計等

他の公共施設との
複合化

相知交流文
化センター 2003 3,278

他の公共施設等と
の複合化協議

他の公共施設等と
の複合化

北波多公民
館 1975 1,082

他の公共施設等と
の複合化協議

他の公共施設等と
の複合化

肥前公民館 1983 1,569 他の公共施設等と
の複合化協議

他の公共施設等と
の複合化

鎮西公民館 1980 1,855 打上公民館との
統合等協議

打上公民館と統合
し、他の公共施設
等と複合化

呼子公民館 2019 1,458 維持保全

七山公民館 1986 1,618
他の公共施設等と
の複合化協議

他の公共施設等と
の複合化

６ 公共施設再配置計画の改訂（案）③ 新旧対照表

改 正 案 現 行

施設の名称
建築
年度

延床
面積
(㎡)

施設毎の基本方針

短期(R4～R9) 中期(R10～R19) 長期(R20～R29)

厳木町老人
憩の家 1978 267

他の公共施設等と
の複合化

相知町老人
憩の家 1976 470

他の公共施設へ機
能移転

北波多老人
憩の家 1989 158

他の公共施設へ機
能移転

（老人憩の家）

施設の名称 建築
年度

延床
面積
(㎡)

施設毎の基本方針

短期(R4～R9) 中期(R10～R19) 長期(R20～R29)

厳木町保健
センター 2000 683

他の公共施設等と
の複合化

相知町保健
センター 2003 769 機能集約

（保健センター）

施設の名称 建築
年度

延床
面積
(㎡)

施設毎の基本方針

短期(R4～R9) 中期(R10～R19) 長期(R20～R29)

厳木町老人
憩の家 1978 267

他の公共施設等と
の複合化協議

他の公共施設へ機
能移転

相知町老人
憩の家 1976 470

他の公共施設へ機
能移転

北波多老人
憩の家 1989 158 他の公共施設へ機

能移転協議
他の公共施設へ機
能移転

施設の名称 建築
年度

延床
面積
(㎡)

施設毎の基本方針

短期(R4～R9) 中期(R10～R19) 長期(R20～R29)

厳木町保健
センター 2000 683

他の公共施設等と
の複合化協議

機能集約

相知町保健
センター 2003 769 機能集約

-11-


